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例月現金出納検査の結果に関する報告について(提出) 

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２３５条の２第１項の規定による検査を

行ったので、同条第３項の規定により、その結果に関する報告を次のとおり提出す

る。 

 

１ 相模原市監査基準への準拠 

この検査は、相模原市監査基準(平成２９年相模原市監査委員訓令第１号。以

下「監査基準」という。)に準拠して実施した。 

 

２ 検査の種類 

地方自治法第２３５条の２第１項の規定に基づく例月現金出納検査 

 



３ 検査の期日 

令和６年８月２８日 

 

４ 検査の対象 

会計管理者所管会計(川尻財産区及び中沢財産区を除く。)の令和６年７月分の

現金出納状況 

 

５ 検査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定め

て検査を行った。 

 (１) 公金の収支計数は出納関係帳簿、指定金融機関発行の預金残高報告書及び証

拠書類と一致しているか。 

 (２) 釣銭準備金の管理は適切に行われているか。 

 (３) 納入金額及び納入義務者に誤りはないか。 

 (４) 支出命令書の金額は、請求書等の金額と一致しているか。 

 

６ 検査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、次の手法により検査の手続を

行った。 

 (１) 書類検査 

会計管理者の保管する現金(歳計現金、歳入歳出外現金、預り金、一時借入

金、基金に属する現金)の在高及び出納関係諸表等の計数の正確性並びに現金

の出納事務が適正に行われているかの合規性について、関係書類等を照合

し、確認した。 

 (２) 聞き取り調査 

書類検査を補足するため、必要に応じて担当者等に聞き取り調査を実施し

た。 

 (３) 現地調査 

会計管理者所管会計に係る釣銭準備金の交付課に対し、収納金、釣銭準備金

等の管理が適切に行われているか、現地調査を実施した。 

 



７ 検査の結果 

１から６までのとおり検査した限り、重要な点において、会計管理者の現金の

出納事務が正確に行われていると認められた。 

 

８ 収支の状況 

令和６年７月末日現在における収支の状況は、別紙のとおりである。 

 

以 上 



(単位：円)

前月末残高 収　　　入 支　　　出 本月末残高

28,732,679,410 9,539,183,990 32,422,621,322 5,849,242,078

-199,920,347 0 41,619,000 -241,539,347

4,990,059,459 2,602,000 290,055,277 4,702,606,182

44,051,502 0 61,114,300 -17,062,798

0 0 　　　　　　　－ 0

33,566,870,024 9,541,785,990 32,815,409,899 10,293,246,115

678,990,070 6,516,760,221 5,972,645,017 1,223,105,274

-14,915,553 9,943,055 18,859,728 -23,832,226

-21,633,786 141,637 19,006,090 -40,498,239

-275,589,744 8,640,129,963 5,029,879,129 3,334,661,090

285,337,046 17,890,509 14,680,949 288,546,606

20,203,989 1,469,600 120,650 21,552,939

218,166,098 1,200,796,908 803,977,264 614,985,742

-18,918,345 0 0 -18,918,345

現年度          -136,955,489 0 306,370,642 -443,326,131

継続費逓次繰越 0 0 0 0

繰越明許費 -44,361,429 0 99,281,981 -143,643,410

事故繰越 0 0 0 0

計 -181,316,918 0 405,652,623 -586,969,541

現年度          -61,151,288 0 427,010,510 -488,161,798

継続費逓次繰越 0 0 0 0

繰越明許費 0 0 0 0

事故繰越 62,832,000 0 0 62,832,000

計 1,680,712 0 427,010,510 -425,329,798

692,003,569 16,387,131,893 12,691,831,960 4,387,303,502

65,597,659,385 572,421,972 12,068,858,622 54,101,222,735

1,138,947,704 3,004,665,901 3,194,175,658 949,437,947

100,995,480,682 29,506,005,756 60,770,276,139 69,731,210,299
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※ 本表各区分と川尻財産区特別会計及び中沢財産区特別会計の現金を合わせて一元管理している。
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国民健康保険事業（直営診療勘定）

自動車駐車場事業
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令 和 ６ 年 ７ 月 分 現 金 収 支 表



別　表

前月末残高 収　　　入 支　　　出 本月末残高

78,228,342 40,295,807 36,238,857 82,285,292

－ － － －

－ － － －

1,172,044,028 0 283,900 1,171,760,128

－ － － －

27,325 0 0 27,325

－ － － －

42,460,455 0 0 42,460,455

0 131,815,865 131,815,865 0

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

500,300 330,300 520,000 310,600

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

500,024,395 0 0 500,024,395

－ － － －

63,804,374,540 399,980,000 11,900,000,000 52,304,354,540

65,597,659,385 572,421,972 12,068,858,622 54,101,222,735

※

※　学校施設整備基金

　　災害救助基金

※　まち・ひと・しごと創生基金

　　（基金一元化分）

計

資金管理が一元化されているため、各基金別の内訳は算出されず「（基金一元化分）」各欄に合計額のみ
表示

※　寄附金積立基金

※　公共施設保全等基金

※　相模川ダム周辺地域振興基金

※　岩本育英奨学基金

※　文化振興基金

※　子ども・若者未来基金

※　川尻財産区運営基金

※　中沢財産区運営基金

※　都市交通施設整備基金

※　地球温暖化対策推進基金

※　国民健康保険財政調整基金

　　収入印紙購入基金

※　牧野財産区運営基金

※　日連財産区運営基金

※　名倉財産区運営基金

※　佐野川財産区運営基金

※　串川財産区山林管理基金

※　鳥屋財産区運営基金

※　鳥屋財産区山林管理基金

※　青野原財産区運営基金

※　青根財産区運営基金

※　吉野財産区運営基金

区　　　　　分

基

金

内

訳

　　用品調達基金

※　退職手当調整基金

※　財政調整基金

　　土地取得基金

※　社会福祉基金

　　美術品等収集基金

※　みどりのまちづくり基金

　　緑地保全基金

※　産業集積促進基金

※　道志ダム関連地域環境整備基金

※　中道志川トラスト基金

※　三井財産区運営基金

※　中野財産区運営基金

※　串川財産区運営基金

　　公共料金支払基金

※　国際交流基金

※　市街地整備基金

※　青年起業家育成基金

※　介護保険給付費等支払準備基金

※　減債基金

※　小渕財産区運営基金

※　澤井財産区運営基金


